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１．「官公庁施設整備における発注者のあり方について」答申(H29.1.20)
を受けた取組状況 （R4.8時点）

（２）技術基準等の整備・活用と
人材育成の促進等

（３）個別の公共建築工事の適切な発注
と実施に資するための環境の整備

（４）発注者間の協力や連携の
促進等

答申 Ⅳ．当面実施すべき施策 主な取組

継
続
的
な
見
直
し
、
発
注
者
の
理
解
促
進
等
を
図
る

○ 「官公庁施設整備における発注者のあり方について」答申（平成２９年１月２０日社会資本整備審議会）において、
国土交通省が当面実施すべき施策について提言された。その主な取組状況は、以下のとおり。

「公共建築工事の発注者の役割」解説書の作成・公表
（H29.6 第一版、H30.10 第二版、R3.7 第三版）

（１）発注者の役割の理解の
促進

ポータルサイトの開設（H29.4）

「全国営繕主管課長会議」等の開催（H29.5～）

上記（１）～（４）共通

発注者支援に関する環境整備（ H29.5～ ）
・「発注者支援業務等業務委託様式事例集」の作成・公表（R元.6）
・「公共建築工事総合評価落札方式適用マニュアル・事例集」の作成・公表（R2.7 第２版 ）

「地方公共団体における建築事業の円滑な実施に向けた手引き」の作成（H29.7）

技術基準等に関する情報提供（H29.1～ ）
「営繕積算方式」活用マニュアル（R3.4改訂）、入札時積算数量書活用方式（H29.4）、
週休２日促進工事に係る取組

先進的取組等の情報提供（H29.5～ ）
「公共建築工事の発注者の先進的取組・新たな業務内容等の取組事例集」の
作成・公表（H30.5、H31.3 第２版）

「災害に強い官公庁施設づくりガイドライン」の作成・公表（ R3.7 ）
「公共建築物（庁舎）におけるZEB事例集」の作成・公表（ R4.3 ）

働き方改革に関する情報提供
「働き方改革に配慮した建築設計業務委託のためのガイドライン」の作成・公表（R2.3）
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２．営繕工事における働き方改革の取組について（令和４年度）

建設業における取組 営繕工事における取組

公
共
建
築
工
事
、
民
間
建
築
工
事
の
受
発
注
者
へ
の
普
及
促
進

建設業の働き方改革における今後の取組の方向性を受け、営繕工事における働き方改革の取組をパッケージ化

建
設
工
事
に
お
け
る
適
正
な
工
期
設
定
等
の
た
め
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
第
１
次
改
訂
）

下請契約における

取組

○ 適正な工期設定
・「公共建築工事における工期設定の基本的考え方」、「建築工事適正工期算定プログラム（日建連）」
を踏まえた適切な工期設定。必要な工期延期（受注者の責によらない場合の対応の徹底）

・各工程の施工期間の確保 （監督職員が実施工程表で確認。概成工期を発注時に設定 ）

○ 週休２日の推進
・公共建築工事標準仕様書等において原則週休２日を適用
・週休２日促進工事 （4週8休を前提とした労務費補正・モニタリングによる改善） を実施（新築工事、
規模の大きい改修等工事は原則発注者指定）

○ 施工時期等の平準化
・債務負担行為の積極活用 （適正な工期確保、完成時期の分散化にも寄与）や余裕期間制度の
原則活用

○ ICTの積極的な活用等
・設計から施工（PFI事業において維持管理段階）まで一貫したＢＩＭの活用に向けた試行 ・ＢＩＭ調
整会議の実施 ・ＥＩＲの試行 ・改定したＢＩＭガイドラインの活用

・情報共有システムの活用 （機能要件の明確化、原則全ての工事で発注者指定により活用、全て
の設計業務で適用可能） ・電子小黒板の活用 （原則全ての工事で活用） ・WEB会議等の活用

・発注・完成時の評価による生産性向上技術の導入促進 ・設計段階から個別の生産性向上技術の
活用を指定（試行） ・生産性向上に配慮し改定した仕様書の適用
・建設現場の遠隔臨場を原則全ての工事で適用 ・ＩＣＴ建築土工の試行

○ 書類の簡素化
・書類の簡素化、省略・集約可能な書類等の明確化
・工事・業務関係書類等の押印・署名廃止 ・完成図等の提出を原則電子に一本化
・国の統一基準として工事の標準書式を制定

○ 関係者間調整の円滑化 （建築固有の対応）
・設計者から施工者等への遅滞ない設計意図伝達 （報告等の期限を遵守する旨を規定）
・関連する工事間での納まり等の調整を効率化 （施工図作成ガイドラインやBIMの活用）
・関係者間の情報共有や検討を迅速化 （会議の早期開催、 ASP等の活用）

○ 予定価格の適正な設定
・営繕積算方式において法定福利費・安全衛生経費を適切に計上
・新型コロナウイルス感染症拡大防止のために必要な現場での対策や、工事の一時中止の費用を
適切に計上

（凡例 ： 令和４年度からの取組－下線・太字）

適正な工期設定・

施工時期等の平準化

必要経費への

しわ寄せ防止の徹底

生産性向上

適正な工期設定等に
向けた発注者支援の
活用 2



■取組の背景

■新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画・フォローアップ（2022年）（抜粋）

「建築分野におけるBIMの標準ワークフローとその活用方策に関するガイドライン（第２版）」（令和４年３月30日建築BIM推進会
議決定）に基づき、官民が発注する建築設計・工事等にBIMを試行的に導入するとともに、建築物のライフサイクルを通じたBIMデ
ータの利用拡大に向けて、2022年度中にロードマップを取りまとめる。

■生産性向上技術の活用方針

３．営繕工事における生産性向上技術の活用について

→ 地方公共団体、民間へ展開（全国営繕主管課長会議、業界団体等へ情報共有、ＨＰへ掲載）

■2021年度の主な取組

①BIMの取組
・官庁営繕事業における設計から維持管理段階まで一貫した

BIMの活用に向けた試行

②情報共有、打合せ等の更なる円滑化
・原則全ての営繕工事において、情報共有システムを発注者

指定により活用 ※小規模のもの、工期の短いもの等を除く

・営繕工事における建設現場の遠隔臨場の試行拡大

■2022年度の主な取組 赤字下線：2022年度新規の取組

①BIMの取組
・官庁営繕事業における設計から維持管理段階まで一貫

したBIMの活用に向けた試行
・EIR（発注者情報要件）（例）を活用し、設計BIM・施工

BIMを試行

②建設現場の遠隔臨場
・実施要領を作成
・建設現場の遠隔臨場を原則全ての営繕工事で適用

BIMの標準建築物の形状、材質、施工方法に関する３次元データ（ＢＩＭ：Building Information Modeling）、都市空間における
建築物や道路の配置に関する３次元モデル（PLATEAU）、土地や建物に関する固有の識別番号（不動産ＩＤ）の活用を促進する。
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2022年度 官庁営繕事業における生産性向上技術の活用等

※1:Building Information Modelling

BIM※1の取組

成果図書の一部をBIMで作成・納品 提供されたデータを元に施工BIMの実施

設計段階 施工段階

BIMデータ
の提供

維持管理段階

提供されたデータの維持管理段階
での活用を検証

運転・監視 警備 清掃

点検 保守 改修

●官庁営繕事業における一貫したBIMの活用（試行）
令和３年度に発注したPFI事業において、維持管理段階までの一貫したBIMの活用に向けた試行を実施

●新たに作成したEIR （発注者情報要件） （例）を活用し、設計BIM・施工BIMを試行
施工者へのBIMモデルに関する引継ぎ資料の作成
設計BIMモデルと引継ぎ資料を工事発注手続きで参考提示
BIM調整会議の実施

BIMデータ
の提供

建設現場の遠隔臨場
●営繕工事における建設現場の遠隔臨場の活用

受発注者の作業効率化
契約の適正な履行としての
施工履歴の管理の実施

現場

効果等を把握

試行結果を踏まえ、実施要領を作成
建設現場の遠隔臨場を
原則全ての工事で適用

事務所等

CLOUD
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４．官庁営繕における脱炭素社会の実現に資する取組(ＺＥＢ)

官庁営繕事業においては、脱炭素社会の実現に向け、政府実行計画※1に基づき ZEB の実現を

目指すこととし、以下の取組を実施している。

※1 政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべき措置について定める計画（R3.10閣議決定）

・低コスト化のための技術開発や未評価技術の評価方法の確立等の動向を踏まえつつ、今後予定する新築事業については
原則 ZEB Oriented 相当以上とし、2030年度までに新築建築物の平均で ZEB Ready 相当となることを目指す。

■ 主な取組

○ 今後予定する新築事業については原則 ZEB Oriented 相当以上として整備。

○ 各府省庁及び地方公共団体等における ZEB 実現に向けた取組の参考となるよう、先進事例のノウハウ

をまとめた「公共建築物（庁舎）における ZEB 事例集」を作成・公表。（R4.3）

○ 官庁施設整備に適用する基準類を見直し、官庁施設が確保すべきエネルギー消費性能を規定する「官

庁施設の環境保全性基準」※2を改定。（R4.3）

※2 各府省庁が共通して使用する「統一基準」

■ 先行事例

○ 大阪第６地方合同庁舎（仮称）において、設計段階で

ZEB Oriented を達成しており、現在施工中。

【概要】建設場所：大阪市中央区大手前三丁目３番10

延べ面積：約48,700㎡

構造規模：RC造（一部S造）地上14階地下１階

完成予定：令和４年９月
【大阪第６地方合同庁舎（仮称）】
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４．官庁営繕における脱炭素社会の実現に資する取組(木材利用)

各省各庁や地方公共団体等と連携の上、引き続き木材利用の促進を図る

○ 新営予算単価

○ 木造計画・設計基準

○ 公共建築木造工事標準仕様書

技術基準類の整備

人材の育成

○ 木材利用推進研修（国土交通大学校）

木造化・木質化を図った官庁施設の整備公共発注機関における木材利用のための環境整備

・官庁施設の木造化・木質化に用いる技術基準類の整備を進め、広く情報提供等を行う（各省各庁・地方公共団体と積極的に連携）

・直轄の官庁営繕事業において木材を利用した官庁施設の整備を積極的に推進する

○ 建築物における木材の利用の促進に関する基本方針

○ 脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促進に関する法律

【令和３年10月1日、木材利用促進本部決定】

【平成22年法律第36号、令和３年10月１日改正法施行】

・国民の目に触れる機会が多い部分（エントランスホール、情報公開窓口等）の内装等の木質化を促進

・コスト・技術面で困難な場合を除き、原則木造化（災害応急対策活動に必要な施設等を除く）

（旧基本方針：耐火建築物とすること等が求められない低層の建築物について、原則木造化）

・令和３年改正：題名変更（旧法律名「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律の一部を改正する法律」）
公共建築物から建築物一般へ対象が拡大

・木材利用促進本部（本部長：農林水産大臣、本部員：国土交通大臣他4大臣）による基本方針の策定・実施状況の公表等

官庁営繕部における取組

○ 木造化

○ 内装等の木質化

○ 木造耐火建築物の整備指針

○ 木材利用の取組に関する事例集

○ 木造事務庁舎の合理的な設計における
留意事項

○ 木材を利用した官庁施設の適正な保全
に資する整備のための留意事項

○ 木造官庁施設における施工管理・工事
監理に関する留意事項集

下越森林管理署村上支署

高山地方合同庁舎

嶺北森林管理署
（木造CLTパネル工法）

国立アイヌ民族博物館
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国会議事堂

憲政記念館

国立国会図書館
本館

永田町合同

衆議院
第一別館衆議院分館

参議院分館

参議院
別館

首相官邸

首相公邸

衆議院
第二別館

国会記者
事務所

内閣府

特許庁

７号館
西館

７号館
東館

財務省

４号館

経産省
本館

経産省
別館

警視庁

２号館

３号館

６号館
赤れんが棟

６号館
Ａ棟

東京高等地方簡易
裁判合同

６号館
Ｂ・Ｃ棟

１号館
本館

１号館
北別館

１号館
別館

５号館
別館

５号館
本館

別館

参議院
議長公邸

衆議院
議長公邸

外務省
本館

外務省
新庁舎

参議院
第二別館

衆議院
第一議員会館

参議院
議員会館

衆議院
第二議員会館

８号館

警察総合

国立国会図書館
新館

霞が関団地一団地の官公庁施設
の範囲（約98.5ha）

新たな国立公文書館
及び憲政記念館

設計業務履行中

５．霞が関地区の主な整備状況

ＰＦＩ事業

その他事業

平成20年6月答申「今後の霞が関地区の整備・活用のあり方」等を踏まえ、官庁営繕部は霞が関地区の官庁施設整備を推進。
新たな国立公文書館及び憲政記念館、警察総合庁舎の設計業務を履行中。また、PFI事業により内閣府新庁舎（仮称）の設計中。

内閣府新庁舎（仮称）
ＰＦＩ事業により設計中

中央合同庁舎第８号館
ＰＦＩ事業により維持管理・運営中

警察総合庁舎（建替）
設計業務履行中

国立劇場

最高裁判所
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■新たな国立公文書館及び憲政記念館

国立公文書館 北側からの鳥瞰

○主要事業の概要

国会議事堂

新たな国立公文書館
及び憲政記念館

○「新たな国立公文書館建設に関する基本計画（平成30年3月 内閣府特命担当大臣決定）」に基づき、国会前庭に、
「国のかたちや国家の記憶」を伝え将来につなぐ「場」を新たに整備

場所：国会前庭
（憲政記念館敷地）

階数：地上３階地下4階
面積：約42,421㎡

（憲政記念館・駐車場を含む面積）

今後の予定：
H30年度～ 設計
R3年度～ 憲政記念館取りこわし、

埋蔵文化財調査、
建設工事

R10年度末 開館
（R3年度 憲政記念館代替施設完成）

国立公文書館（左）及び憲政記念館西側外観

※図はイメージであり、今後の詳細検討や行政協議により変更となる場合がある

事業概要

○霞が関地区に立地する施設としてふさわしい外観計画
・公文書の重要性を象徴するようなデザイン・国会議事堂との調和

国立公文書館の外観は、国会議事堂と同系色の石を使用し、所蔵資料を守り
保存する使命を重厚感と陰影のある意匠で表現。

・両館の独自性への配慮・憲政記念館（現建物）の特徴の継承
憲政記念館の外観は、近代建築材料（金属・ガラス）を基調。

○霞が関地区の良好な景観形成
・地区全体の景観形成への配慮

皇居を中心としたすり鉢状のスカイライン形成への配慮から、低層にて計画

・緑の連続性への配慮
西側道路沿いの既存樹木の保存も含めた、緑地空間の確保

設計の考え方（「今後の霞が関地区の整備・活用のあり方」関連）

憲政記念館
代替施設
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■内閣府新庁舎（仮称）

○主要事業の概要

○内閣の重要政策に関する総合調整等に関する機能の強化のための国家行政組織法等の一部を改正する法律(平成27年)
附帯決議（※）を踏まえ、内閣府にて施設整備を決定
(※)各所に分散している内閣官房及び内閣府の事務棟について、両組織の機能強化及び業務の効率的な遂行に資する

よう、更なる集約化に取り組むこと

事業方式：PFI事業（BTO方式）

事業内容：新庁舎の整備（付属施設を含む）、

内閣府庁舎等の改修等、

新庁舎、内閣府庁舎、８号館等の維持管理・運営

場所 ：東京都千代田区永田町1-6-1他
階数 ：地上１２階地下２階 面積：約23,450㎡
スケジュール：R2年度 PFI事業契約締結

R7年度 施設完成予定
R21年度 PFI事業終了予定
※現在、実施設計、埋蔵文化財調査等を実施中

事業概要

事業計画地

中央合同庁舎第7号館官民棟

霞が関ビル

中央合同庁舎第7号館官庁棟

国会議事堂

中央合同庁舎第8号館 衆議院第2別館内閣府本府

新庁舎計画地 外観（基本設計段階）

9※図はイメージであり、今後の詳細検討や行政協議により変更となる場合がある



【参考】 ＺＥＢ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）について

ZEBは、50%以上の省エネルギーを図った上で、再生可能エネルギー等の導入によりエネルギー
消費量を更に削減した建築物について、その削減量に応じて
① 『ZEB』 （100%以上削減）
② Nearly ZEB （75%以上100%未満削減）
③ ZEB Ready （再生可能エネルギー導入なし） と定義されています。
また、30～40%以上の省エネルギーを図り、かつ、省エネルギー効果が期待されているものの

建築物省エネ法に基づく省エネルギー計算プログラムにおいて現時点で評価されていない技術※を
導入している建築物のうち、延床面積1万㎡以上のものを
④ ZEB Oriented と定義されています。

※未評価技術：エネルギー消費性能計算プログラム(WEBPRO)で計算できない技術のうち、（公社）空気調和・衛生工学会において省エネルギー
効果が高いと見込まれ公表された技術。令和4年3月現在、以下の15技術が公表されている。
①CO2濃度による外気量制御 ②自然換気ｼｽﾃﾑ ③空調ポンプ制御の高度化 ④空調ﾌｧﾝ制御の高度化 ⑤冷却塔ﾌｧﾝ･ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御
⑥照明のｿﾞｰﾆﾝｸﾞ制御 ⑦ﾌﾘｰｸｰﾘﾝｸﾞ ⑧ﾃﾞｼｶﾝﾄ空調ｼｽﾃﾑ ⑨ｸｰﾙ･ﾋｰﾄﾄﾚﾝﾁｼｽﾃﾑ ⑩ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ給湯ｼｽﾃﾑ等 ⑪地中熱利用の高度化
⑫ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ設備の高度化 ⑬自然採光ｼｽﾃﾑ ⑭超高効率変圧器 ⑮熱回収ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ

（「地球温暖化対策計画」（R3.10.22）を基に作成）

ZEBの定義（環境省HPより）

10（「平成30年度ZEBﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ委員会とりまとめ」（H31.3）、「ｴﾈﾙｷﾞｰ消費計算ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（非住宅版）における未評価技術について」 （H31.1（公社）空気調和・衛生工学会）等に基づき作成）


